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〈参考２〉 マンション改修に関する改正区分所有法上の手続き 

 

１．共用部分の変更について 

・修繕工事は、共用部分を対象とし、通常は共用部分の管理行為として計画されますが、改修工事

は、その規模・内容・程度等から、「共用部分の変更」に係る工事となるのが一般的です。 
・共用部分の変更については、区分所有法上は「形状又は効用の著しい変更を伴う」場合と通常の

修繕工事などの「形状又は効用の著しい変更を伴わない」場合とに区別されています。ここで、

「形状の変更」とは、その外観や構造を変更することであり、「効用の変更」とは、その機能や

用途を変更することをいいます。 
・共用部分の変更のうち、著しい変更を伴う場合には、区分所有法第 17 条第１項の規定が適用さ

れることになり、区分所有者（議決権を有しないものを除く。）の過半数であって議決権の過半

数を有する者が出席した集会において、出席した区分所有者（議決権を有しないものを除く。）

及びその議決権の各４分の３以上の特別多数決議が必要となります（ただし、この割合は規約で

過半数まで引き下げることが可能です。）。ただし、共用部分の変更が専有部分の使用に特別の影

響を及ぼすべきときは、その専有部分の所有者の承諾を得なければなりません（区法 17②）。 
 

■ 改正区分所有法における共用部分の変更に係る規定 

 

 

 

 

 

             
・なお、著しい変更を伴う場合の多数決割合（４分の３以上）は、次の①又は②に該当する場合の

共用部分の変更については、その割合が３分の２以上に引き下げられています（区法 17⑤）。 
①共用部分の設置又は保存の瑕疵があることによって他人の権利又は法律上保護される利益が

○建物の区分所有等に関する法律（抄） 

（共用部分の変更） 

第十七条 共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除く。第五項におい

て同じ。）は、集会において、区分所有者（議決権を有しないものを除く。以下この項及び第三

項において同じ。）の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合にあつては、その割合以上）

の者であつて議決権の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合にあつては、その割合以上）

を有するものが出席し、出席した区分所有者及びその議決権の各四分の三（これを下回る割合（二

分の一を超える割合に限る。）を規約で定めた場合にあつては、その割合）以上の多数による決

議で決する。 

２ 前項の場合において、共用部分の変更が専有部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、そ

の専有部分の所有者の承諾を得なければならない。 

３・４ （略） 

５ 共用部分の設置若しくは保存に瑕疵があることによつて他人の権利若しくは法律上保護される

利益が侵害され、若しくは侵害されるおそれがある場合におけるその瑕疵の除去に関して必要と

なる共用部分の変更又は高齢者、障害者等（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成十八年法律第九十一号）第二条第一号に規定する高齢者、障害者等をいう。）の移動

若しくは施設の利用に係る身体の負担を軽減することにより、その移動上若しくは施設の利用上

の利便性及び安全性を向上させるために必要となる共用部分の変更についての第一項及び第三項

の規定の適用については、これらの規定中「四分の三」とあるのは、「三分の二」とする。 
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侵害され、又は侵害されるおそれがある場合における、その瑕疵の除去に関して必要となる

共用部分の変更 

②高齢者、障害者等の移動又は施設の利用上の利便性及び安全性を向上させるために必要となる

共用部分の変更 

・一方、著しい変更を伴わない場合は、区分所有法第 17 条第１項の規定が適用されず、同法第 18

条の適用を受けることになり、集会に出席した区分所有者（議決権を有しないものを除く。）及

びその議決権の各過半数による普通決議で決することができます（ただし、規約で別段の定めを

することができます。）。 
・なお、区分所有者の共有に属する建物敷地や附属施設についても、共用部分に関する規定が準用

される（区法21）ため、その変更に関しては共用部分の場合と同様の手続きが必要となります。 

・共用部分の変更工事が、形状又は効用の著しい変更に当たるかについては、実際の工事における

変更を加える箇所・範囲、変更の態様・程度等を総合的に勘案して個別に判断する必要がありま

すが、その基本的な考え方としては、次のように考えることができます。 

 

２．マンション改修に関する区分所有法上等の手続きの基本的考え方 

１）普通決議により実施できると考えられるケース 
・建物の適切な維持・保全の観点から定期的に実施する必要のある計画修繕工事については、工事

規模の大小にかかわらず、過半数の普通決議で実施することができると考えられます。例えば、

鉄部塗装工事、外壁の補修工事、屋上等防水工事、給水管更生・更新（取替え）工事、照明設備、

テレビ共聴設備、エレベーター設備の更新（取替え）工事などです。 

・一方、建物の構成部位の材質や性能をグレードアップする工事についても、建物の基本的構造部

分を大きく取り壊す等の大きな加工を伴わない工事等については普通決議により実施可能と考

えられます。「マンション標準管理規約（単棟型）及び同コメント（令和７年10月 17日改正）」

によると、普通決議で実施できるグレードアップ（改良）工事としては、例えば、次のような工

事が該当するとされています。 

①耐震改修工事に関して、柱や梁に炭素繊維シートや鉄板を巻き付けて補修する工事や、構造

躯体に壁や筋かいなどの耐震部材を設置する工事で基本的構造部分への加工が小さい工事 

②バリアフリー化工事に関して、建物の基本的構造部分の取り壊し等を伴わずに階段にスロープ

を併設する工事、手すりの設置工事 

③玄関ドア・サッシ工事に関して、窓枠、窓ガラス、玄関扉等の一斉交換工事 

④防犯化工事に関して、オートロック設備を設置する際に配線を空き管路内に通したり、建物の

外周に敷設したりするなど共用部分の加工の程度が小さい工事、防犯カメラ・防犯灯の設置、

壁や床面に宅配ボックスを固定するなど共用部分の加工の程度が小さい宅配ボックス設置工

事 

⑤光ファイバー・ケーブルの敷設工事が既存のパイプスペースを利用するなど共用部分の形状に

変更を加えることなく実施できる場合や、新たに光ファーバー・ケーブルを通すために、外

壁・耐力壁等に工事を加えその形状を変更するような場合でも、建物の躯体部分に相当程度

の加工を要するものではなく、外観を見苦しくない状態に復元する工事 

⑥電気自動車（EV）等用充電設備の設置、及び配線を通すために必要な配管の設置など、建物の

（   ） 51



 

 参-12 

躯体部分や敷地への加工の程度が小さい工事や、敷地へ相当程度の加工を加えることなく受

変電設備を変更する工事 

⑦既に不要となったダストボックスや高置水槽等の撤去工事  等 

 

２）特別多数決議が必要になると考えられるケース 
・「共用部分の形状の著しい変更」（区法17①）とは、共用部分の外観、構造等を著しく変更する行

為を言います。例えば、次のような工事が該当すると考えられます。 

①既存住棟への集会室・管理事務室等の共用部分の増築、エレベーターの増築など既存建物の外

観形状を大きく変化させる工事 

②戸境壁やスラブの一部を抜いて住戸をつなげる工事、一区画の専有部分に戸境壁を設けて区画

するような工事、既存階段室をエレベーターに改造する工事など、壁・柱・スラブ等の建物

の基本構造部を大規模にわたって加工する工事 等 

・一方、「共用部分の効用の著しい変更」（区法17①）とは、共用部分の機能や用途を著しく変更す

る工事を言います。不要となった機械室を廃止して集会所や共用倉庫、賃貸店舗に転用する場合

などがこれに該当すると考えられます。 

・なお、集会所等の附属施設についても区分所有法第 17 条の規定が準用（区法 21）されます。集

会所・コミュニティーセンター等の既存の附属施設の建替え、増築、大規模な改造等については、

特別多数決議が必要になると考えられます。  
３）区分所有法第17条第５項の緩和措置が活用できると考えられるケース 
・（２）に示した共用部分の著しい変更に該当する場合であっても、次の①又は②に該当する場合

には、集会に出席した区分所有者（議決権を有しないものを除く。）及びその議決権の各３分の

２以上の多数決で決議を行うことが可能です（区法17⑤）。 

①共用部分の設置又は保存の瑕疵があることによって他人の権利又は法律上保護される利益が

侵害され、又は侵害されるおそれがある場合における、その瑕疵の除去に関して必要となる

共用部分の変更 

②高齢者、障害者等の移動又は施設の利用上の利便性及び安全性を向上させるために必要となる

共用部分の変更 

・①の「共用部分の設置又は保存の瑕疵があることによって他人の権利又は法律上保護される利益

が侵害され、又は侵害されるおそれがある場合」とは、区分所有建物が通常有するべき安全性を

欠いている状態を指し、最終的には個別事案に応じて判断する必要があるものの、例えば、耐震

性の不足や火災に対する安全性の不足、外壁等の剝離により周辺に危害を生ずるおそれがあると

き、給排水等の腐食等により著しく衛生上有害となるときなどが該当すると考えられます。 

・②の「高齢者、障害者等の移動又は施設の利用上の利便性及び安全性を向上させるため」とは、

バリアフリー化のために必要な場合が該当すると考えられます。 

・「マンション標準管理規約（単棟型）及び同コメント（令和７年10月 17日改正）」によると、上

記に該当するグレードアップ（改良）工事としては、例えば、次のような工事が該当するとされ

ています。 

①バリアフリー化工事に関して、階段室部分を改造したり、建物の外壁に新たに外付けしたりし
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て、エレベーターを新たに設置する工事 

②耐震改修工事に関して、現行の耐震基準を満たさないことに対処するために、基礎部分等を切

断して免震構造化を図る工事や、構造躯体に壁や筋かいなどの耐震部材を設置する工事で基

本的構造部分への加工が大きいもの 

 

４）敷地の形状又は効用の変更工事で特別多数決議が必要になると考えられるケース 
・敷地の形状又は効用の変更とは、敷地を共有するマンション（団地）において、敷地表面の利用

方法を変更する行為をいいます。共有敷地の形状又は効用の変更についても区分所有法第 17 条

の規定が準用（区法21）されるため、その著しい変更行為は、特別多数決議を必要とします。 

・敷地の形状又は効用の著しい変更に当たるものとしては、例えば、集会所等の既存の附属施設の

建替え・増築や、敷地内の広場・公園を廃止し、それを駐車場、自転車置場等に変更するような

場合が考えられます。 

・また、団地において各区分所有建物を棟別管理している場合、各建物の専有部分や共用部分の増

築工事は一棟の建物ごとに決議しますが、一方で、当該増築工事により団地の共有敷地の利用方

法（状況）が変わることになることから、こうした場合、当該建物における決議に加え、団地管

理組合の集会において敷地の形状又は効用の変更についての特別多数決議が必要（区法66、17）

になると考えられます。  
５）区分所有者全員の同意が必要になると考えられるケース 
・区分所有建物における専有部分と共用部分の所有関係に大きな変化があることにより、区分所有

者全員の合意が必要となる場合が考えられます。 

・例えば、専有部分である空き住戸や空き店舗・空きオフィス等を集会所、防災倉庫、トランクル

ーム、コワーキングルーム、プレイルーム等の共用施設として利用する場合、当該専有部分を区

分所有者全員により取得し、管理組合の規約共用部分とすることが１つの方法として考えられま

す。このような場合は、区分所有者全員に新たに専有部分の持分を取得させることになるため、

その取得につき区分所有者全員の同意が必要になると考えられます。このような手続きが事前に

必要と考えられる工事を行う場合、注意する必要があります。 

 

【管理組合法人が専有部分を取得する場合】 
・なお、改正区分所有法では、管理組合法人が区分所有権や土地の取得を多数決で行うことができ

る旨が明確化されました（区法 52-2①）。具体的には、管理組合法人は、区分所有建物等の管理

を行うために必要な場合には、集会に出席した区分所有者（議決権を有しないものを除く。）及

びその議決権の各４分の３以上の多数による決議をすることで、当該区分所有建物の専有部分又

は当該区分所有建物及び当該区分所有建物が所在する土地と一体として管理若しくは使用すべ

き土地を取得することができるとされています。 

・併せて、管理組合法人が区分所有権を取得した場合には、管理組合法人は集会における議決権を

有しないこととされ、決議の母数から除外されています（区法52-2②）。 

・なお、管理組合を法人化するに際しては、集会において、区分所有者（議決権を有しないものを

除く。）の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合にあっては、その割合以上）の者であ
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って議決権の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合にあっては、その割合以上）を有す

るものが出席し、出席した区分所有者（議決権を有しないものを除く。）及びその議決権の各４

分の３以上の多数決による決議で法人となる旨並びにその名称及び事務所を定め、かつ、その主

たる事務所の所在地において登記をすることが必要となります（区法47①）。 
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■ 改修工事に関する区分所有法上等の手続き例 

決議要件 工事の内容 該当すると考えられる工事の例 

出席し た区分所

有者※１ 、 ２ 及びそ

の議決権の各過

半数の普通決議

で実現でき る も

の 

形状又は効用の著

し い変更を伴わな

い共用部分の変更

工事 

・ 建物の適切な維持・ 保全の観点から 定期的に実施する 必要のある 計画修繕

工事 

・ 建物の基本的構造部分の加工の度合いが小さ い、 柱や梁への炭素繊維シー

ト や鉄板を巻き 付け等の耐震補強工事 

・ 建物の基本的構造部分（ 壁・ 柱・ ス ラ ブ等） の取り 壊し を伴わない階段へ

のスロ ープ・ 手すり の設置 

・ 防犯カメ ラ ・ 防犯灯の設置、 窓ガラ ス・ 玄関扉等の一斉交換工事 

・ 壁や床面に宅配ボッ ク ス を固定する など、 共用部分の加工の程度が小さ い

宅配ボッ ク スの設置工事 

・ 既存のパイ プスペース や空き 管路を活用し た、 光ファ イ バー・ ケーブルの

敷設やオート ロ ッ ク 設備の配線工事 

・ 充電器自体の設置及び配線を通すために必要な配管の設置など、 建物の躯

体部分や敷地への加工の程度が小さ い工事を行う 場合や、敷地へ相当程度

の加工を加える こ と なく 受変電設備を変更する 電気自動車等用充電設備

の設置工事 

・ 既に不要と なったダス ト ボッ ク スや高置水槽等の撤去工事 等 

出席し た区分所

有者※１ 、 ２ 及びそ

の議決権の各４

分の３ 以上の特

別多数決議を必

要と する も の 

形状又は効用の著

し い変更を伴う 共

用部分の変更工

事、 又は敷地の形

状又は効用の著し

い変更工事 

・ 既存住棟への集会所・ 倉庫、 エレベータ ー等の共用部分の増築等によ り 、

既存建物の外観形状を大き く 変化さ せる 工事 

・ 戸境壁やスラ ブの開口、 既存階段室のエレベータ ーへの改造など、 建物の

基本構造部を大規模にわたって加工する 工事 

・ 集会所等の既存の附属施設の建替え、 増築、 大規模な改造工事 

・ 敷地内の広場・ 公園を廃止し 駐車場や駐輪場に変更する など、 敷地表面の

利用を大き く 変化さ せる 工事 等 

出席し た区分所

有者※１ 、 ２ 及びそ

の議決権の各３

分の２ 以上の特

別多数決議を必

要と する も の 

上記工事のう ち、

一定の事由がある

場合 

・ 階段室部分を改造し たり 、 建物の外壁に新たに外付けし たり し て、 エレベ

ータ ーを新たに設置する 工事 

・ 現行の耐震基準を満たさ ないこ と に対処する ために、 基礎部分等を切断し

て免震構造化を図る 工事や、構造躯体に壁や筋かいなどの耐震部材を設置

する 工事で基本的構造部分への加工が大き いも の 

※１  「 区分所有者」 には議決権を有し ないも のを除きます。 本表において同じ 。  
※２  団地において各区分所有建物を棟別管理し ている 場合は、 建物ごと に決議する こ と から 、 当該区

分所有建物の区分所有者及び議決権と 読み替えてく ださ い。 また、 団地の規約で全区分所有建物を
団地管理組合の管理対象と し ている 場合（ 区法 68）、 団地管理組合の集会で決議する こ と になる こ
と から 、 団地内の全区分所有建物の所有者（ 以下「 団地建物所有者」 と いう 。） 及び議決権と 読み替
えてく ださ い。   

６）共用部分の管理・変更と同時にする専有部分の保存・改良 
・老朽化した区分所有建物において、例えば、区分所有建物のライフラインの配管・配線（給水管、

給湯管、汚水管、雑排水管、分電盤配線、ガス管、テレビアンテナなど。以下「給排水管等」と

いう。）が全体として老朽化しているような場合には、これを一括して交換する工事を行うこと

が適当なケースがあります。給排水管等が建物の全体を通っている場合において、その給排水管

等が専有部分と共用部分のいずれに該当するかは、個別の事案における設置場所や方法、点検、

修理等の方法に応じて判断されることになりますが、一般に、専有部分の内部にある枝管等の給

排水管等は専有部分に属し、共用部分にある本管等の給排水管等は共用部分に属するものと考え

られます。 
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・改正前区分所有法においては、共用部分に属する給排水管等を交換する工事は、一般に共用部分

の変更又は管理行為として集会の決議で決することができると考えられていたものの、専有部分

に属する給排水管等を交換する工事については、集会の決議によって管理組合として実施するこ

との可否や必要な多数決割合が明らかではありませんでした。 

・このため、改正区分所有法では、給排水管等の全面更新（共用部分の配管と専有部分の配管とを

一括して交換する工事をいう。以下同じ。）など、共用部分の変更・管理に伴い必要となる専有

部分の保存行為や利用改良行為（以下「専有部分の保存行為等」という。）については、規約に

特別の定めがあるときは、共用部分の変更や管理行為と同様の多数決により行うことができるこ

ととされています（区法17③・区法18④）。 

・もっとも、既に自らの負担において専有部分に属する給排水管等の取替え工事を行った区分所有

者がいる場合において、その後に管理組合等が行う給排水管等の全面更新の費用を当該区分所有

者にも負担させるとすると、当該区分所有者は二重に費用を負担することになりかねず、集会の

決議に当たって専有部分の利用状況や支出した費用等の事情を考慮する必要があると考えられ

ます。 

・そこで、改正区分所有法では、このような専有部分の保存行為等についての決議をする場合にお

いて、専有部分の保存行為等の態様又は費用の分担に関する事項を定めるときは、決議の対象と

なる専有部分の区分所有者の利用状況、当該専有部分の保存行為等について区分所有者が支払っ

た対価その他の事情を考慮して、区分所有者間の利害の衡平が図られるようにしなければならな

いとされています（区法17④・区法18⑤）。 

・この点、「マンション標準管理規約（単棟型）及び同コメント（令和７年10月 17日改正）」では、

第21条第２項のコメントにおいて、費用分担の考え方を示しています。具体的には、「配管の取

替え等に要する費用のうち専有部分に係るものについては、各区分所有者が実費に応じて負担す

べきものである。なお、共用部分の配管の取替えと専有部分の配管の取替えを同時に行うことに

より、専有部分の配管の取替えを単独で行うよりも費用が軽減される場合には、これらについて

一体的に工事を行うことも考えられる。その場合には、あらかじめ長期修繕計画において専有部

分の配管の取替えについて記載し、その工事費用を修繕積立金から拠出することについて規約に

規定するとともに、先行して工事を行った区分所有者への補償の有無等についても十分留意する

ことが必要である。」とされています（同コメント「第21条関係」⑦）。 

 

７）他の区分所有者の専有部分の保存請求 
・改正前区分所有法第６条第２項前段では、「区分所有者は、その専有部分又は共用部分を保存し、

又は改良するため必要な範囲内において、他の区分所有者の専有部分又は自己の所有に属しない

共用部分の使用を請求することができる」とされており、同項に基づいて請求することができる

のは、法文上は「使用」に限られていました。そのため、例えば、他の区分所有者の専有部分の

配管からの漏水により被害を受けている区分所有者が、自己が所有する専有部分を保存するため

にその配管の補修をしようとするケースでは、使用行為として他の区分所有者の専有部分に立ち

入ることを請求することはできるものの、保存行為として自ら配管を補修することを請求するこ

とができるか否かが明らかではありませんでした。 
・このため、改正区分所有法第６条第２項前段では、「区分所有者は、その専有部分又は共用部分
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を保存し、又は改良するため必要な範囲内において、他の区分所有者の専有部分若しくは自己の

所有に属しない共用部分を使用し、又は自らこれらを保存することを請求することができる」と

され、上記のようなケースでは保存行為として自ら配管を補修することを請求することができる

ことが明確化されています（区法６②前段）。  
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